避難確保計画作成（変更）報告書
　　　年　　月　　日
（あて先）和歌山市長
（施設の所有者又は管理者） □所有者 □管理者
	住　　所
	[bookmark: _GoBack]

	氏　　名
	



（法人の場合は、名称及び代表者氏名）
別添のとおり、避難確保計画を□作成□変更したので報告します。
	施設の名称
	

	施設の所在地
	〒


	施設の分類
	別紙「施設分類一覧」を参照して、該当する番号を記入してください。
（例「1-1」や「18-7と18-8」など）


	連絡先
	　　※問合せ先や通知文等の送付先をご記入ください。

	
	あて名
	

	
	住所
	〒



	
	担当者
	（氏名又は○○係など）　

	
	電話番号等
	℡：
	Fax：

	
	E-mail
	　　　　　　　　　　　　　＠

	その他必要事項
※変更の場合は主な変更内容
	

	※ 受 付 欄
	※ 事 務 処 理 欄

	
	施設管理番号：Ｗ　　　－




備考　１　この用紙の大きさは日本工業規格Ａ４とすること。　　　２　※印の欄は記入しないこと。
　　　３　避難確保計画に基づく訓練実施結果の報告も義務づけられていますので別途提出が必要です。
　　　４　同一の施設名称かつ同一所在地の施設（施設分類のみ複数ある場合など）の場合は、この報告書は１枚にまとめていただいても結構です。

避難確保計画作成（変更）報告書「施設の分類」欄の記入用　※この一覧表は提出不要です。
◆施設分類一覧
	分類番号
	分　類
	根拠法

	
	老人福祉施設（老人介護支援センター除く）
	老人福祉法第５条の３

	１－１
	
	老人デイサービスセンター
	

	１－２
	
	老人短期入所施設
	

	１－３
	
	養護老人ホーム
	

	１－４
	
	特別養護老人ホーム
	

	１－５
	
	軽費老人ホーム
	

	１－６
	
	老人福祉センター
	

	２
	有料老人ホーム
	老人福祉法第２９条

	３
	認知症対応型老人共同生活援助事業の用に供する施設
	老人福祉法第５条の２第６項

	
	身体障害者社会参加支援施設
	身体障害者福祉法第５条第１項

	４－１
	
	身体障害者福祉センター
	

	４－２
	
	補装具製作施設
	

	４－３
	
	盲導犬訓練施設
	

	４－４
	
	視聴覚障害者情報提供施設
	

	５
	障害者支援施設
	総合支援法第５条第１１項

	６
	地域活動支援センター
	総合支援法第５条第２７項

	７
	福祉ホーム
	総合支援法第５条第２８項

	
	障害福祉サービス事業の用に供する施設（生活介護、短期入所、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援又は共同生活援助を行う事業に限る。）
	総合支援法第５条第１項

	８－１
	
	生活介護事業
	

	８－２
	
	短期入所事業
	

	８－３
	
	自立訓練事業
	

	８－４
	
	就労移行支援事業
	

	８－５
	
	就労継続支援事業
	

	８－６
	
	共同生活援助事業
	

	
	保護施設（医療保護施設及び宿泊提供施設を除く。）
	生活保護法第３８条

	９－１
	
	救護施設
	

	９－２
	
	更生施設
	

	９－３
	
	授産施設
	

	
	児童福祉施設（母子生活支援施設及び児童遊園を除く。）
	児童福祉法第７条第１項

	１０－１
	
	助産施設
	

	１０－２
	
	乳児院
	

	１０－３
	
	保育所
	

	１０－４
	
	幼保連携型認定こども園
	

	１０－５
	
	児童厚生施設
	

	１０－６
	
	児童養護施設
	

	１０－７
	
	障害児入所施設
	

	１０－８
	
	児童発達支援センター
	


　　　↑「施設の分類」欄には、この「分類番号」を記入してください。


◆施設分類一覧
	分類番号
	分　類
	根拠法

	１０－９
	
	児童心理治療施設
	

	１０－１０
	
	児童自立支援施設
	

	１０－１１
	
	児童家庭支援センター
	

	
	障害児通所支援事業の用に供する施設（児童発達支援又は放課後等デイサービスを行う事業に限る。）
	児童福祉法第６条２の２第１項

	１１－１
	
	児童発達支援事業
	

	１１－２
	
	放課後等デイサービス事業
	

	１２
	児童自立生活援助事業の用に供する施設
	児童福祉法第６条の３第１項

	１３
	放課後児童健全育成事業の用に供する施設
	児童福祉法第６条の３第２項

	１４
	子育て短期支援事業の用に供する施設
	児童福祉法第６条の３第３項

	１５
	一時預かり事業の用に供する施設
	児童福祉法第６条の３第７項

	１６
	児童相談所
	児童福祉法第１２条

	１７
	母子健康センター
	母子保健法第２２条

	
	その他これらに類する施設
	

	１８－１
	
	幼稚園型認定こども園
保育所型認定こども園
	就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律第３条

	１８－２
	
	認可外保育施設
	児童福祉法

	１８－３
	
	生活支援ハウス
	生活支援ハウス（高齢者生活福祉センター）運営事業実施要綱

	１８－４
	
	サービス付き高齢者向け住宅
	高齢者の居住の安定確保に関する法律第５条

	１８－５
	
	小規模多機能型居宅介護
	介護保険法第８条１９項

	１８－６
	
	看護小規模多機能型居宅介護
	介護保険法第８条第２３項

	１８－７
	
	介護老人保健施設
	介護保険法第８条第２８項

	１８－８
	
	通所リハビリテーション
	介護保険法第８条第８項

	１８－９
	
	その他これらに類する施設
	

	１９
	幼稚園
	学校教育法

	２０
	小学校
	

	２１
	中学校
	

	２２
	義務教育学校
	

	２３
	高等学校
	

	２４
	中等教育学校
	

	２５
	特別支援学校
	

	２６
	高等専門学校
	

	２７
	専修学校（高等過程を置くものに限る）
	

	２８
	病院
	医療法第１条の５

	２９
	診療所（うち有床診療所）
	医療法第１条の５第２項

	３０
	助産所
	医療法第２条


　　↑「施設の分類」欄には、この「分類番号」を記入してください。


